令和５年度

人事局総務サービス課
管理・企画グループ
１　総務事務システムの管理
勤務管理、非常勤雇用、職員証・徽章、旅費、被服貸与に係るシステムの管理を行うとともに、制度改正等に応じてシステムの追加・改修等を行い、操作方法等の周知に努めた。
２　職員証の交付

（1） 職員証の交付

令和５年度採用者等に大阪府職員証を次のとおり交付又は再交付した。
　　　交　付　数　　　　　　１，１０１枚　（一斉更新３９１枚を含む）

　　　再交付数　　　　　　　　　７３枚
　　根　拠　法　令

　　　○大阪府職員証規程

３　職員徽章の交付
　　令和５年度採用者等に大阪府職員徽章を次のとおり交付又は再交付した。

　　令和４年度末　　在庫数　 １，６８７　個

　　令和５年度　　　作成数　　 　４５０　個

　　令和５年度　　  交付数　　　 ６１０　個

　　令和５年度　　　再交付数　　　 ４９　個

　　令和５年度末　　残数　　　１，６０６　個（返還分のうち再利用可能１２８個を含む）

　　根　拠　法　令
○大阪府職員徽章規程

４　職員被服の貸与に関すること
(1) 被服貸与対象業務
　　守衛業務ほか２８業務
(2) 被服購入実績
	
	令和３年度
	令和４年度
	令和５年度

	購　入　数
	4,255点
	4,226点
	5,646点

	執　行　額
	14,557,841円
	12,507,781円
	20,307,177円


根　拠　法　令
　　○　大阪府職員被服貸与規程

５　恩給等に関すること
　　恩給法及び府吏員退隠料等条例等に基づき、受給権者に対して退隠料等を支給した。
　　（定期支給時期は、４月、７月、１０月、１２月の４回）
　　根　拠　法　令
　　〇　恩　給　法
　　〇　府吏員退隠料等条例
　　〇　府吏員退隠料等の基礎となるべき在職期間と恩給並びに他の地方公共団体の退職年金及び退職一時金の基礎となるべき在職期間との通算に関する条例

　【給付実績等】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）
	年　　　　度
	令和３年度
	令和４年度
	令和５年度

	歳出予算

（最終予算）
	14,967
	13,901
	11,679

	決　算　額
	14,345
	12,864
	10,442

	給付実績
	人数（人）

	16
	14
	12

	
	件数（件）
	62
	57
	44

	
	金額
	14,345
	12,864
	10,442


退隠料等の支給内容　　
	年　　度
	令和３年度
	令和４年度
	令和５年度

	区　　分
	人数
	件数
	金額
	人数
	件数
	金額
	人数
	件数
	金額

	文　　官

普通恩給
	人
0
	件
0
	円
0
	人
0
	件
0
	円
0
	人
0
	件
0
	円
0

	府吏員

退隠料
	1
	4
	1,621,000
	1
	4
	1,621,000
	1
	4
	1,621,000

	通　　算

退職年金
	2
	8
	561,073
	2
	8
	559,254
	2
	6
	457,170

	小計
	3
	12
	2,182,073
	3
	12
	2,180,254
	3
	10
	2,078,170

	文　官

扶助料
	6
	21
	5,887,150
	5
	18
	5,116,375
	3
	12
	3,602,500

	府　吏　員

遺族扶助料
	5
	20
	5,716,900
	4
	16
	4,772,100
	4
	13
	4,178,100

	通　　算

遺族年金
	2
	8
	380,833
	2
	8
	379,601
	2
	8
	384,640

	小計
	13
	49
	11,984,883
	11
	42
	10,268,076
	9
	33
	8,165,240

	未支給金等
	[1]
	1
	177,433
	[3]
	3
	415,149
	[1]
	1
	198,000

	小計
	[1]
	1
	177,433
	[3]
	3
	415,149
	[1]
	1
	198,000

	合　　計
	16
	62
	14,344,389
	14
	57
	12,863,479
	12
	44
	10,441,410


　
６　総務サービス運営包括業務に係る委託（第４期）

　　総務事務システムの運営業務に係る契約については、令和２年度に随意契約を締結したものであり、新しい稼働環境への移行作業を経て、令和４年１月４日から運用を開始した。令和５年度は、システム運用・保守、コールセンターの運営、ＰＯＳ倉庫の運営や職員研修等の業務を行った。

・契約期間　令和２年１０月３０日から令和１０年１月３日まで

・契約金額　４，１４８，８５６，４２６円
・契約先　富士通Japan株式会社

・執行状況　５００，３１０，４１５円（令和５年度執行分）
７　制度変更等に対応した総務事務システム等の改修

制度変更等に対応して総務事務システムの改修業務を行った。
・契約件名　定年の引上げ等に係る総務事務システム改修業務
・契約期間　令和５年７月２８日～令和６年３月３１日

・契約金額　２９７，０００，０００円

・契約先　　富士通Japan株式会社

・執行状況　２９７，０００，０００円
８　総務事務システムの見直し検討

総務事務システムは、平成16年度から運用しており、長期間にわたるシステムの継続使用で、システムの複雑化・ブラックボックス化などの課題が生じていることから、システムの見直しを検討している。

令和５年度は、スマートシティ戦略部が設置した総務事務システムWGにおいて、総務事務システムの更改に向け、現行システムにおける課題や対応の方向性、次期システムのパッケージ候補をもとにした構成イメージの検討等を整理した。
９　職員録の配付  
　　　令和５年６月２日現在の職員録を作成・配付した。

　　　　　印刷数　７４５冊（当課購入分のみ）

　他部局自主購入分（２２４冊）は所属替し、当課で一括支出（合計９６９冊）

10　非常勤職員の住民税特別徴収事務

知事部局及び各行政委員会等に在籍する非常勤職員（府立学校及び警察部局を除く）のうち、要件を満たす職員を対象に、住民税の特別徴収を行った。

なお、非常勤職員に対する税額通知については596件（73市区町村）を、また、市区町村への給与支払報告書については4,900件（154市区町村）を報告処理した。
給与支給グループ
１　給与支給業務

（１）職員の給与の決定等
職員に対する給与の決定は、「職員の給与に関する条例」（昭和40年大阪府条例第35号）及び「技能労務職員の給与に関する規則」、人事委員会規則等に基づき、年１回の昇給期（１月１日）、昇格、給料表の適用を異にする異動等の給与決定や、採用時の初任給決定を行った。

また、「職員の給与に関する条例」、「職員の給料に関する規則」（技能労務職員については、これらの規定の例）に基づき、復職時等における号給の調整を行った。

なお、給与決定等については、知事部局及び各行政委員会等に在籍する職員（府立学校及び警察部局を除く）を対象に行った。

（２）給与支給事務
職員に対する給与の支給は、「職員の給与に関する条例」（昭和40年大阪府条例第35号）、「職員の特殊勤務手当に関する条例」（平成10年大阪府条例第41号）、「職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例」（昭和39年大阪府条例第45号）、「技能労務職員の給与の種類及び基準に関する条例」（平成23年大阪府条例第5号）及び人事委員会規則等に基づき、財務関係法令に定める手続きに従って行った。

給料及び職員手当等の支給については、企業会計部門（拠点開発室・中央卸売市場・下水道室及び流域下水道事務所）を除き、総務サービス課が給与の支出命令及び支給事務を行った。

（３）住民税特別徴収事務

住民税の特別徴収については、事務の効率的処理を図るため、知事部局及び各行政委員会等に在籍する職員（府立学校及び警察部局を除く）に対して集中管理により処理した。
なお、職員に対する税額通知については7,883件（131市区町村）を、また、市区町村への給与支払報告書については9,513件（118市区町村）を報告処理した。

（４）退職手当の支給に関する事務
知事部局及び各行政委員会等に在籍する職員（府立学校及び警察部局を除く）の退職手当額の計算を行い、企業会計部門（拠点開発室・中央卸売市場・下水道室及び流域下水道事務所）を除き、次のとおり支出処理を行った。

	区　　　　　　分
	人　　　　数
	金　　　　額

	特　別　退　職
	３７人
	８１１，４０２千円

	定　年　退　職
	２人
	５３，６６５千円

	普　通　退　職
	２３６人
	２，２０７，１６４千円

	特    別    職
	２人
	７，５７５千円

	計
	２７７人
	３，０７９，８０６千円


　　　　※　普通退職には、任期満了、死亡、公務外傷病、失業者の退職手当を含む。

（５）職員の財産形成貯蓄に関する事務
職員の財産形成貯蓄とは、「勤労者財産形成促進法」（昭和46年法律第92号）に基づく貯蓄制度で、事業主である大阪府又は大阪府教育委員会が加入職員の給料又は期末･勤勉手当から積立金を控除して加入職員の契約金融機関に預入代行を行う制度となっており、「職員の財産形成貯蓄に関する規程」（昭和63年訓職員第367号）及び同規程第24条の規定に基づき定められた「財形貯蓄事務取扱要領」に基づき処理を行った。
（６）派遣職員に係る派遣先団体との事務調整等に関すること
　　市町村や公益的法人などに派遣された職員の給与に係る掛金等の引去りについて、派遣先団体との連絡調整を行った。

派遣職員に対し、メール送信や福利厚生サービスサイトを活用した各種情報の提供を次のとおり行った。
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(令和6年3月31日現在)
	
	公共団体
	公益的法人
	営利法人
	公立大学法人大阪
	独立行政法人
	合　計

	派遣団体数
	３１団体
	１５団体
	６団体
	１団体
	５団体
	５８団体

	派遣職員数
	６７人
	１６５人
	２９人
	６人
	５２人
	３１９人


（７）総務事務システム及び給与計算システムの管理
人事給与関連業務に関わる次のシステム及び給与計算システムについて関係機関との調整及び管理業務を行った。

また、システムの操作性の検証や改修を行うため関係機関と調整を行った。

1 昇給昇格システム（昇給・昇格）

2 初任給システム（初任給決定）

3 時間外勤務等システム（時間外勤務手当・特殊勤務手当・宿日直手当等）
4 退職手当システム

5 共通システム（口座管理・家族情報・職員の基本情報等）
6 給与報告システム（給与支給に反映させるための報告）

7 年末調整等システム（扶養控除・保険料控除・住民税関係）

8 財形貯蓄システム
9 管理職手当率報告システム（管理職手当率及び管理職加算率を給与報告に自動反映）
福利厚生・認定グループ

１　地方職員共済組合に関する事務
(1) 事業目的

地方職員共済組合は、道府県の職員（公立学校及び教育委員会の職員、道府県警察の職員を除く。）の相互救済を目的として、その病気、負傷、出産、休業、災害、退職、傷害若しくは死亡又はその被扶養者の病気、負傷、出産、死亡若しくは災害に関して適切な給付事業を行うとともに、これらの組合員及びその家族の福祉向上のための福祉事業等もあわせて行った。
(2) 組織及び運営

　根　拠　法　令

　　　　〇　地方公務員等共済組合法
　　　　〇　地方公務員等共済組合法施行規程

　　　　〇　地方職員共済組合定款

　　　　〇　地方職員共済組合運営規則

　　　　〇　地方職員共済組合大阪府支部組織規程

　　　　〇　地方職員共済組合大阪府支部処務規程

　　　　〇　地方職員共済組合大阪府支部職員規程

■支部組織

支 部 長　　　　 副支部長　　　　　 事 務 長           事務次長

       （知　事）        総務部担当　　（総務ｻｰﾋﾞｽ課長）　（総務ｻｰﾋﾞｽ課福利厚生・認定補佐）

　　　　　　　　　　　　 　　副知事　　　　　　　　　　　　　 　　

　　　　　　　　　　　 　総務部長　　　　　　　　　　　   　 

　　　　　　　　　　　　 人事局長
　　　　※支部に管理・企画、福利厚生・認定、健康管理の３グループを設置した。
■支部運営審議会

委員数　　　

　 組合員を代表する者以外の者　　４名

　 組合員を代表する者　　　　　　５名

■支部職員（事務長以下：令和６年３月３１日時点）

    　 府職員で併任している者　　　３４名（産休・育休者除く）

■組合員数

	区　　　　分
	R4.3.31現在
	R5.3.31現在
	R6.3.31現在

	知事部局
	8,044名
	9,499名
	9,287名

	地方独立行政法人等
	4,623名
	6,175名
	6,248名

	職員労働組合
	5名
	4名
	4名

	合　　　計
	12,672名
	15,678名
	15,539名


■掛金及び負担金　　　　　　　　　　 　　 (令和6年3月31日現在　単位：千分率)

	　　　　　　　率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　区　分
	掛　　　　　　金
	負　　　担　　　金

	
	給　　料
	期末手当等
	給　　料
	期末手当等

	 eq \o\ad(短期給付,　　　　　　　　)
	44.08
	44.08
	44.08
	44.08

	 eq \o\ad(福祉事業,　　　　　　　　)
	1.28
	1.28
	1.28
	1.28

	育児休業手当金公的負担
	－
	－
	0.06
	0.06

	 eq \o\ad(介護保険,　　　　　　　　)
	8.53
	8.53
	8.53
	8.53

	厚生年金
	91.50
	91.50
	91.50
	91.50

	退職等年金
	7.5
	7.5
	7.5
	7.5

	経過的長期給付
	－
	－
	0.0990
	0.0990

	基礎年金拠出金公的負担
	－
	－
	36.0
	36.0

	 eq \o\ad(長期追加費用,　　　　　　　　)
	－
	25.0

	 eq \o\ad(事務費,　　　　　　　　)
	－
	1人当り年額　4,030円


 (3)事業内容

■短期給付事業

地方公務員等共済組合法第５３条及び第５４条並びに附則第１７条に規定する短期給付の給付状況は、次のとおりである。

（法 定 給 付）

	         　　年　度
区　分
	令和3年度
	令和4年度
	令和5年度

	
	件　数
	支給額 (円)
	件　数
	支給額 (円)
	件　数
	支給額 (円)

	医療給付（本人）
	168,136
	1,846,152,283
	190,291
	2,110,011,430
	237,993
	2,623,399,593

	医療給付（家族）
	121,855
	1,380,794,100
	133,973
	1,566,911,633
	162,108
	1,743,618,959

	 eq \o\ad(出産費,　　　　　　　　　　)
	253
	106,019,236
	274
	112,015,038
	357
	176,616,767

	 eq \o\ad(家族出産費,　　　　　　　　　　)
	63
	26,123,028
	73
	30,124,245
	45
	22,104,414

	 eq \o\ad(埋葬料,　　　　　　　　　　)
	8
	400,000
	10
	500,000
	12
	600,000

	 eq \o\ad(家族埋葬料,　　　　　　　　　　)
	2
	100,000
	8
	714,000
	10
	500,000

	 eq \o\ad(傷病手当金,　　　　　　　　　　)
	530
	72,685,220
	526
	69,753,926
	696
	96,357,393

	 eq \o\ad(出産手当金,　　　　　　　　　　)
	5
	789,291
	19
	2,772,898
	87
	10,771,520

	 eq \o\ad(休業手当金,　　　　　　　　　　)
	3
	130,715
	3
	54,532
	4
	67,214

	育児休業手当金（休業中）
	1,591
	272,976,199
	1,712
	295,958,839
	2,265
	370,373,973

	育児休業手当金（復職後）
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	 eq \o\ad(介護休業手当金,　　　　　　　　　　)
	17
	1,238,844
	15
	2,452,701
	17
	1,926,451

	 eq \o\ad(弔慰金,　　　　　　　　　　)
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	 eq \o\ad(家族弔慰金,　　　　　　　　　　)
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	災　害　見　舞　金
	0
	0
	1
	880,000
	2
	2,250,000

	計
	292,463
	3,707,408,916
	326,905
	4,192,149,242
	403,596
	5,048,586,284


（附 加 給 付 等）

	            年　度
区　分
	令和3年度
	令和4年度
	令和5年度

	
	件　数
	支給額 (円)
	件　数
	支給額 (円)
	件　数
	支給額 (円)

	 eq \o\ad(家族療養費附加金,　　　　　　　　　　)
	404
	18,183,543
	500
	20,522,511
	549
	19,455,284

	家族訪問看護療養費附加金
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	 eq \o\ad(傷病手当金附加金,　　　　　　　　　　)
	101
	23,764,983
	75
	13,604,215
	62
	12,780,527

	 eq \o\ad(出産費附加金,　　　　　　　　　　)
	233
	6,990,000
	257
	7,740,000
	350
	10,500,000

	家族出産附加金
	40
	1,200,000
	57
	1,710,000
	34
	1,020,000

	計
	778
	50,138,526
	889
	43,576,726
	995
	43,755,811

	 eq \o\ad(一部負担金払戻金,　　　　　　　　　　)
	1,237
	45,638,700
	1,472
	52,402,300
	2,135
	72,803,103

	合　　計
	294,478
	3,803,186,142
	329,266
	4,288,128,268
	406,726
	5,165,145,198


■保健事業

職員の福利厚生の充実を図るため、民間の福利厚生業者から福利厚生事業の提供を受ける制度を実施し、利用向上を図った。その状況は次のとおりである。

	
	令和3年度
	令和4年度
	令和5年度

	宿泊（国内）
	10,655名
	13,092名
	12,446名

	宿泊（国外）
	0名
	0名
	0名

	スポーツ施設
	16,889名
	21,943名
	27,031名

	その他
	117,667名
	117,236名
	111,537名

	合　　　計
	145,211名
	152,271名
	151,014名


■貸付事業

組合員の臨時の支出に対する貸付として、普通貸付、特別貸付、災害貸付、住宅確保の

　　ため及び住宅の災害のための住宅貸付及び住宅災害貸付を行った。その貸付状況は

次のとおりである。　　　　　　　　　　　　　　

 (上段：利用件数　下段：貸付金額)
	
	令和3年度
	令和4年度
	令和5年度

	 eq \o\ad(普通貸付,　　　　　　　)
	26件

36,250千円
	17件

22,550千円
	26件

31,940千円

	 eq \o\ad(特別貸付,　　　　　　　)
	26件

19,840千円
	18件

11,940千円
	23件

13,760千円

	 eq \o\ad(高額医療貸付,　　　　　　　)
	0件
0千円
	0件
0千円
	0件
0千円

	 eq \o\ad(災害貸付,　　　　　　　)
	0件

0千円
	0件

0千円
	0件

0千円

	 eq \o\ad(住宅貸付,　　　　　　　)
	3件
10,560千円
	4件
35,470千円
	6件
36,250千円

	 eq \o\ad(住宅災害貸付,　　　　　　　)
	0件
0千円
	0件
0千円
	0件
0千円

	出　産　貸　付
	0件
0千円
	0件
0千円
	0件
0千円

	合　　　　　計
	55件
66,650千円
	39件
69,960千円
	55件
81,950千円


２　共済制度に対する負担金

（１）職員の相互救済を目的とした地方職員共済組合に対し、次のとおり負担金を支出した。

地方職員共済組合に対する負担金
	
	令和3年度
	令和4年度
	令和5年度

	執　行　額
	12,772,196,946円
	12,971,983,797円
	12,319,962,039円


（２）負担金率
負担金率については、「１　地方職員共済組合に関する事務」中、(2)組織及び運営の
「■掛金及び負担金」の項を参照。
３　手当認定業務
（１）扶養手当、住居手当の認定に関する事務
総務サービス事業開始に伴い、本庁及び出先機関に勤務する職員（府立学校及び警察部局を除く）の扶養手当、住居手当の認定について、総務サービス課にて集中管理するとともに、毎月その事務処理を行った。

なお、手当の認定件数は次のとおりである。

	
	令和３年度
	令和４年度
	令和５年度

	扶養手当
	６４７件
	６８２件
	６３８件

	住居手当
	９９１件
	９１９件
	９１３件


（２）児童手当の認定及び支給に関する事務
職員に対する児童手当（特例給付含む）の認定及び支給事務については、総務事務システムにおいて行い、児童手当法に基づき６月、１０月、２月に、それぞれの前月までの分を定期支給等を行った。

本府（警察職員・府費負担教職員を除く）における令和５年度中の児童手当の支給状況は次のとおりである。
	　根 拠 法
	児童手当法
	参 考

	種　　別
	支給額
	対象児童数（R６.2月）

	0歳から3歳未満
	(円)
	  (人)

550

	
	99,980,000 
	

	3歳以上小学校修了前
	200,340,000
	1,571

	小学校修了後中学校修了前
	59,025,000 
	429

	計
	359,345,000 
	2,550


※　学校総務サービス課で認定されたものは除く。
（３）地方職員共済組合における被扶養者の認定等に関する事務

総務サービス事業開始に伴い、総務サービス課に認定権限の集中化を図り、地共済被扶養者認定及び給与条例に基づく扶養認定に必要な証明書類の一元化を図るなどワンストップサービスを行い、地共済組合における被扶養者の認定事務を行った。また、組合員証及び組合員被扶養者証等を発行した。

併せて、地共済組合員の被扶養者として認定されている配偶者については、国民年金第3号被保険者資格を有するため、組合員から提出された資格取得届等を社会保険事務所へ提出するなど連絡調整事務を行った。

　　なお、それぞれの処理件数は次のとおりである。

■被扶養者の認定及び国民年金第３号被保険者の届出

	
	令和３年度
	令和４年度
	令和５年度

	被扶養者認定
	１，８３１件
	２，８３８件
	２，０２０件

	国民年金第３号被保険者の届出
	　　３０５件
	　　４０１件
	　　２７２件


（４）総務事務システムの管理
人事給与関連業務に関わる次のシステムについて関係機関との調整及び管理業務を行った。

また、システムの操作性の検証や制度改正等に伴う必要な改修を行うため関係機関との調整を行った。

1 手当システム（扶養手当・住居手当・通勤手当・児童手当）

2 共済互助システム（資格関係）
参考

　　○平成26年4月1日より、手当認定グループと給与支給グループを統合。

　　　（新名称：給与・認定グループ）

　　○平成26年4月1日より、給与・認定グループの短期給付（医療給付を除く）業務を、福利厚生グループに移管。

　　○平成27年4月1日より、給与・認定グループの扶養手当の認定に関する事務、並びに地方職員共済組合被扶養者認定及び国民年金第３号被保険者資格取得に関する事務を、福利厚生グループに移管。

　　○平成29年4月1日より、認定グループを新設し、扶養手当及び住居手当の認定に関する事務、児童手当の認定及び支給に関する事務、並びに地方職員共済組合被扶養者の認定、及び国民年金第３号被保険者資格取得に関する事務等を実施。
　　〇平成30年4月1日より、認定グループと福利厚生グループを統合。
　　　（新名称：福利厚生・認定グループ）

事務事業実績
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